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第３章　意識改革と産業シフトを急げ
第２節　バイオエコノミー
（９）日本の動き

第25回で述べた通り、1980年代初頭は日本の
バイオ技術は世界最先端だった。ところが1990
年代に大きく後退した。2000年３月に、人間の
全ゲノム解析について米国のクリントン大統領
とイギリスのブレア首相が「世界中の研究者た

ちがヒトの遺伝子地図の解読情報を自由に利用
できるようにすべきだ」とコメントを世界に発信
した１際、日本は関与できなかった。今回は、他
国と同様、バイオテクノロジーに関する政策を確
認後、バイオエコノミーに関する政策を確認する。
①科学技術会議２（1959年）

1959年２月、「科学技術会議」は総理大臣の
諮問機関として発足した。これに伴い、従来
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